
 24 

Ⅳ 蟹江町給食センター 

１ 施策の目標 

学校給食とは、身体の発育期における児童生徒にバランスのとれた栄養

のある食事を提供し、児童生徒の健康の増進及び体位の向上を図るもので、

教育の場である学校で児童生徒が食事を一緒にとれるようにすることが大

切である。このことより学校給食は、学校生活を豊かにするとともに良き

食習慣を身につけさせ、好ましい人間関係を育成する等教育効果を高める

ものである。 

また、給食という「生きた教材」を通して、学校給食の普及と充実に加

えて、学校における食育の推進を図ることを目的に、学校教育の一環とし

て「安全、安心、おいしい、楽しい」学校給食の実施と食育の推進に努め

るものである。 

 

２ 平成２３年度の主な取り組みと成果 

(1) 安全で安心な給食の提供 

     学校給食法の改正により、学校給食の目的が「食生活改善」から「食

育の推進」を重視したものとなったことを始め、学校給食における栄養

職員の役割分担の明確化と、衛生管理基準等の条文が改められた。 

    このことから、国が定めた学校給食実施基準（学校給食の栄養量や内

容等の基準）と学校給食衛生管理基準（施設･設備や衛生面・管理面の基

準）を基礎とし、学校や保護者などの意見を取り入れながら、食育推進

の中心的な存在として安全安心な献立を作成し、学校に提供した。 

献立表については、事前に献立と食材の働きなどを示し、献立内容を

保護者や児童生徒に対し周知を行った。 

    食材の購入にあたっては、できる限り地元で取れる食材を購入するよ

うに努めるとともに、社会的に大きな問題になっている放射能汚染や農

薬汚染、異物混入、などの対策として、産地や製造年月日、消費期限を、

確認した。また、遺伝子組み換え対象農産物がある場合は使用の有無、

製造工場が中国の物資については、検査成績表など安全性が確認できる

書類を提出させるなど、安全チェックの確認をした。 

表１ 一食当たりの標準給食単価                    単位：円 

 主  食 副  食 牛  乳 消費税 給食単価 

45.49 129.16 43.85 11.5 
小学校 

19.78％ 56.16％ 19.06％ 5％ 
230 

55.78 156.87 43.85 13.5 
中学校 

20.66％ 58.1％ 16.24％ 5％ 
270 
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表２ 給食回数･給食単価 

 小学校 中学校 

給食延食数 392,653 食 203,401 食 

給食実施回数 １８８日 １７9 日 

給食費（１食単価／月額） ２３０円／４，０００円 ２７０円／４，４００円 

 

表３ 給食対象人員                             

学校名 人  員 学校名 人  員 

蟹江小学校 ７０１人 蟹江中学校 ６９５人 

舟入小学校  ９４人 蟹北中学校 ４５３人 

須西小学校 ２９５人 あいりす ６人 

新蟹江小学校 ４７４人 給食センター  ３４人 

学戸小学校 ５４４人 計 ３，２９６人 

 

表４ 給食賄材料                               単位：円 

学  校 主  食 副  食 牛  乳 合  計 

小学校 18,696,916 53,792,542 18,033,044 90,522,502 

中学校 11,877,694 33,497,734 9,657,067 55,032,495 

計 30,574,610 87,290,276 27,690,111 145,554,997 

 

(2) 衛生管理と調理環境の整備 

給食センターの衛生管理及び調理環境については、オール電化調理場

の採用により｢HACCP(食品衛生管理システムの国際基準)｣の好ましい基

準である調理場内の温度25度以下、湿度80％以下遵守がほぼ達成された。

あわせて調理所内の床も全面ドライ方式を採用したこと、調理場内の食

材処理工程により区域割をし、各区域ごとに靴やエプロン等を代えるな

ど、ハード面では良好な衛生管理が達成できた。 

また、ソフト面においても、給食センター勤務者及び学校配膳勤務者

に対し、こまめな手洗いや健康チェック等の徹底や月 2 回の検便実施、

各種衛生研修会への積極的な参加、学期始め等に学校栄養教諭による衛

生指導も行った。 

その他購入した食材や食器は、抜き打ちに抽出し愛知県学校給食会で

検査を実施し、別に学校薬剤師による水道水の残留塩素等の検査、食器

並びに食缶の洗浄後のでん粉･油等の検査も学期ごとに実施した。 

施設の特色 

・ 太陽光発電装置 

発電定格出力は 20kw で、日夜稼動し続けている冷蔵庫や冷凍庫の
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電力に使用した。 

・ 小型風力発電装置 

定格出力は 1300 W 

（風力 1060 W、小型太陽電池モジュール 240 W） 

・ 厨芥処理機 

処理能力は 1 日 200kg で、給食センターの生ゴミを処理し、学期

ごとに取り出し堆肥として環境課を通じて町民に販売した。 

・ 廃食油再生燃料化装置(BDF) 

使用済みの天ぷら油をバイオデイーゼル燃料に精製し、学校給食

で搬送する運搬車に使用した。精製能力は 1 回 100ℓ 

・ 雨水利用 

屋根に降った雨を地下貯留槽(40t)に貯め、トイレ、樹木の散水、

洗車、ビオトープに使用した。 

・ 自家発電装置(65kw) 

災害時等の緊急時に、回転式釜１基、一部の照明とコンセントが

約 30時間使用できるように設置した。 

 

(3) 食物アレルギー除去食(たまご・えび)の提供を実施 

    蟹江町の将来を担う児童生徒に対し、安全安心な給食を提供するこ

とは、学校給食法の概念を理解しつつ、町の取り組みとして重要な施

策のひとつである。食物アレルギー等により給食に制限が必要な児童

生徒が、他の児童生徒と同じ給食を食べ、楽しい学校生活を送れるよ

うに対応することが、学校給食の努めであることを基本方針として、

食物アレルギーのある子どもたちに配慮した給食を提供した。 

    食物アレルギー除去食実施 平成 22年 12 月より 

    実施アレルゲン ｢たまご｣「えび」 

    アレルギー除去食提供児童生徒数 10 名 

 

(4) 食に関する指導と地産地消の推進 

①給食の試食会 

・「愛知を食べる学校給食の日」(毎月 19日を含む 1週間の内 1日) 

     地域や県内の産物を使用した給食、「学校給食愛知の日」を毎月実

施するとともに、町民対象に給食の試食会を実施した。 

  実施日程 平成 23年 6月 16 日から 17 日 

  実施場所 蟹江町給食センター 2階会議室 

参加者数 44 名 

・「全国学校給食週間」にあわせて、一般町民を対象に給食センターの

調理現場を見学し、試食を行い、栄養士から食の大切さを勉強し、
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食育の大切さを理解してもらった。 

実施日程 平成 24年 1月 23 日から 24日 

実施場所 蟹江町給食センター 2階会議室 

参加者数 35 名 

②栄養指導 

年間を通じて学校栄養職員が学校に出向き、学校の協力を得て各ク

ラスで食育教育の重要性について、児童生徒の年齢にあわせた指導を

行い、児童生徒が食への興味や食の大切さを実感できるような指導を

行った。  

学期 学年 指 導 内 容 指導資料 

小１ 
・給食のできるまで 

・食べ物の３つの仲間 

パネル 

２学期 

小６ 
・休日に自分で朝ごはんを作ってみよう パネル 

小２ 
・朝ごはんをたべよう 紙芝居 

パネル 

小３ ・朝ごはんはどうして大切なの？ パネル 

小４ ･朝ごはんでスッキリ元気！ 

 （朝ごはんと排便の関係） 

消化器ﾌﾟﾘﾝﾄ T

ｼｬﾂパネル 

３学期 

 

小５ ･からだによい朝ごはんについて考えよう パネル 

③各学校での掲示物の配布 

毎月、児童生徒に対し食育の大切さを啓発するために、テーマを決めて

掲示物を学校に配布した。 

月 掲  示  資  料  内  容 

４ 学校給食について知ろう 

５ 食べ物の働きについて知ろう 

６ 食べ物と骨や歯の関係について知ろう 

小／夏の食生活とおやつについて考えよう 
７ 

中／夏の食生活について知ろう 

９ 朝食をしっかり食べよう 

１０ 好き嫌いなく何でも食べよう 

１１ 感謝して食べよう 

１２ 冬の生活と食べ物について知ろう 

１ 給食週間について知ろう 

２ 食事のマナー 

３ 一年間の反省をしよう 
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④｢親子で作ろう、かんたん朝ごはん｣の実施 

  親子で朝食の大切さなどの食育を学びながら、保護者の食に対す

る意識向上を図り、併せて親子のきずなを養うことを目的に、実施

した。 

  実施日  平成 23年 8月 5日 

  実施場所 蟹江町給食センター 2階栄養指導室 

  参加者数 3組 7 名 

 

   成 果 

      オール電化厨房による各種機器の操作などにも慣れ、文部科学省の「学

校給食衛生管理の基準」及び厚生労働省の「大量調理施設衛生管理マニ

ュアル」に適合する衛生管理と、快適な作業環境をあわせ持った施設の

維持管理もできるようになり、安全安心な給食の提供ができた。 

    懸案事項であった食物アレルギーの除去食提供も、一部ではあるが｢た

まご｣について実施することができた。 

また、栄養士を中心に学校への栄養指導や、一般の町民向けに調理現

場の見学と試食会等を実施し、食育の推進拠点としての給食センターを

周知することができた。 

その他に、二酸化炭素削減に向けての省エネ施設として、オール電化

厨房施設、太陽光発電、生ゴミの堆肥化、廃食油再生燃料化(BDF)など、

施設内の見学コースを通じて広くＰＲすることができた。 

 

［点検・評価｣ 

     オール電化の導入により衛生的で作業環境も優れた施設に改善され、平

成 23年度は維持管理や衛生管理の徹底、調理業務体制の確立を行うことが

できた。 

     食物アレルギーをもつ児童生徒に対応するために、学校及び保護者と連

携を密にし、除去食提供のシステム化を進め。平成 22 年 12 月から「たま

ご」、平成 23 年 9 月から「えび」の提供をすることができた。このことか

ら一部ではあるが、｢たまご・えび｣の食物アレルギーを持つ児童生徒に対

して「安全、安心、おいしい、楽しい」給食が提供できるようになった。 

  また、食育推進の拠点施設として、町内各種団体の見学受入や一般町民

対象に行った試食会等を通じて、児童生徒に限らず全町民に向けて食の大

切さを発信し、子どもたちの健康、体力向上に寄与し、正しい食習慣の形

成と食べ物を大切にする心を育てる食育の推進を図ることができた。 

 


